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日 EU・EPA の活用による納付済み関税の還付請
求 
特恵関税の遡及適用 

背景 

日 EU・EPA の発効 

日本と EU の間で締結された日 EU・EPA は、2019 年 2 月 1 日に発効しました。この結果、協定上の要件を満たした日本が原産地とな
る貨物は、EU 加盟国輸入時に、通常関税率より減免された関税率の適用を受け、関税コストをセーブすることが可能になりました。 

特恵関税の遡及適用 

日 EU・EPA による関税の減免は、EU 加盟国への輸入時に必要な申告を行うことで可能になります。日 EU・EPA が発効した 2019 年 2
月 1 日以降に、EPA を活用せずに通常関税率に基づく関税の支払いを行ってしまっていた場合であっても、特定の要件を満たす場合に
は、特恵関税の遡及適用により関税の還付請求をすることができる可能性があります。 

なお、関税の還付請求書は、当該関税の納付義務が発生した日から 3 年以内に、所轄の税関当局へ提出する必要があります。還付
手続きに関しては、EU の法令に加えて輸入国となる EU 加盟国毎に法令や運用が異なる可能性があることに留意が必要です。 

デロイトが提供するサービス 

デロイトでは、日 EU・EPA に基づく特恵関税の遡及適用による、納付済み関税の還付請求サポートを行っています。 
当該サポートを実施するにあたっては、関税還付の見込額や原産性判定結果等を踏まえて申請内容を検証する必要があることから、以
下の 3 つのステップを踏まえて実施することを想定しています。 

ステップ 業務内容 

Ⅰ. 関税還付の見込額の試算 
 

 輸入データから、HS コード（10 桁ベース）及び輸入申告価格を抽出し、納付済み関税
額と特恵関税額を比較（デロイトで開発した自動計算ツールを使用） 

 納付済み関税の還付請求に向けた、必要書類・情報の特定 

Ⅱ. データ収集 
 原産性判定シート等の必要書類・情報の収集（適宜遡及的な原産性判定を実施） 

 必要書類・情報のレビュー 

Ⅲ. 還付請求書の提出及び 

税関当局へのフォローアップ 

 還付請求書の作成及び所轄税関への提出 

 税関当局へのフォローアップ 
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お問い合わせ 
 
  

福永 光子  
パートナー 
mitsuko.fukunaga@tohmatsu.co.jp 
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